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ＮＰＯ
法人

　米政府のＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条
約）政策が、１８０度転換したことは確かで
ある。その結果、米国は「２００３年の発効
を目指す」という昨年の日本提案の時間
枠はおろか、「早期発効」という抽象的な
表現にさえ同意しない可能性が生まれ
ている。したがって、国際的には、「２００３
年発効目標」に拘泥する理由はないと
いう議論も可能であろう。国際的にはＮＧ
Ｏの危機感は「核実験のモラトリアム（一
時停止）が崩れるかもしれない」という点
に、集中し始めている。
　しかし、日本人は、日本の核兵器廃絶
運動を立て直すためには、２００３年期限
問題に、少なくとも国連総会決議案の提

政策レベルでも外務省は腐敗している
梅林宏道

　ＣＴＢＴ２００３年発効目標

日本の政策変更がなぜ問題か

露わになった誠意と責任感の欠如

　外務省の事務レベルでは、ＣＴＢＴ（包括的核実験禁止条約）の「２００３年発効目標」を降ろす方針を固
めたことが報道された。外務大臣、首相の政治レベルでこの決定が覆えることを祈るばかりである。
　２００３年発効の時間枠の設定、それを取り下げるまでの経過を知る者にとって、「２００３年問題」は、日本
の核軍縮政策における根深い病巣を示すものと言わざるをえない。その要点を書いておきたい。

出まで、強くこだわるべきであると考え
る。そこには、日本の核軍縮外交の病巣
がはっきりと現れているからである。

◆始まりはＮＰＴ会議での敗北
　「２００３年問題」の直接の始まりは、昨年
のＮＰＴ（核不拡散条約）再検討会議にお
ける日本の敗北の隠蔽にあったと考え
る。会議後に出された外相談話を読ん
だとき、いったい誰がこんなことを外相に
言わせているのかと、信じられない気持
ちであった。そこには、日本外交路線の
成功が唱われていた。外務大臣は会議
には出ていなかった。
　正常な誰の目にも、日本外交は見事
に失敗していた。新アジェンダ諸国が

リーダーシップを握り、日本は「橋渡し」役
さえ果たせなかった。事前に外務省と折
衝をしていた、私たち日本のＮＧＯには、
とりわけ事柄は明白であった。「新アジェ
ンダは間違っている。核兵器国と敵対す
る彼らのやり方では、核兵器国に相手に
されない」と、私たちに説明をしていたの
と、まさに逆のことが起こった。核兵器国
は、日本を無視して新アジェンダと交渉
をしたのである。

◆その場しのぎの提案
　失敗を糊塗して名誉を回復しようとし
たのが、秋の国連総会における「２００３年
発効目標」の提案であった。
　夏の段階で、ある外務省の専門家が、極秘電報が暴く
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日本は「ＮＰＴ合意に留まらない。その先
を行く」と、胸を張っていた言葉の調子を
いまでも覚えている。新アジェンダがＮＰ
Ｔ合意を国連総会決議で再確認しようと
しているという情報に接したときの反応
であった。明らかに、競争意識をにじませ
ていた。
　競争意識を、私は歓迎すべきことと考
えた。「被爆国日本」の面子が存在して
いる証拠であり、それ自身救いであった
し、その背後には、強い反核世論が作用
していると考えることができた。
　多くの国際的ＮＧＯも、「２００３年発効目
標」を盛り込んだ日本提案に接したとき、
日本は新アジェンダと競争を始めた、と
受け取った。ある海外の友人は「日本の
絶望的な試み」と表現した。米国の核の
傘の下にいる日本が、相当に無理をして
いるというニュアンスであった。「２００３年
目標」という数字は、厳しい目標であり、
勇敢な数字であった。

◆部内の格闘と市民
　背伸びをした目標であれ、日本がそ
の旗を掲げたことは歓迎すべきことで
あった。私は、機会あるごとに日本のＣＴ
ＢＴ政策における積極性を賞賛し激励し
た。
　この旗を易 と々降ろすという今回の動
きが起こらなければ、ＮＰＴ会議の失政を
挽回する外務省官僚の取り組みを、「失
敗を糊塗する思いつき」と決めつけたく
はない。
　しかし、８月１０日に、軍備管理軍縮課
長の口から、公開の会議の場でその方
針を知ったとき、昨年からの経過が一挙
に私の脳裡をよぎった。そして、見事に
市民が翻弄されていることを知らされ
た。「２００３年期限とは、無責任な、誠意の
ない、その場しのぎの政策であったので
はないか。」しかも、重大な協議は、世論
に曝される機会のないところで進行して
いた。

　外務省のなかに意見の違いがあっ
て、「２００３年」の旗を掲げて「日本の面
子」を守ろうとした真面目な動機のもの
と、提案を引っ込めさせようとするものと
は、別の人格であることは十分に考えら
れる。
　こんな場合、部内の意見の格闘が市
民に見えるものにならなければならない。
政策の腐敗は、密室でしか議論が行わ
れないところで進行する。政権交代のな
い日本の政治においては、とりわけそう
である。現職の官僚が、同僚間で公開論
争を行うことは困難であるかもしれない。
市民社会でこの状況を救うのが、外務
省ＯＢなどの勇気ある論争である。日本
の外交問題の不幸は、ＯＢすらもかばい
合う体質である。

◆原爆式典の首相あいさつ
　２００３年問題では、外務省はもう一つ、
市民への重大な裏切りを行った。８月６日

　わたしたちがこれを書いているいま、マン
ハッタンは包囲攻撃を受けているように感じ
られる。すべての橋、トンネル、地下鉄が閉ざ
され、何千人、何万人もの人々がマンハッタン
南部から北へゆっくり歩いている。ここ戦争
抵抗者連盟の事務所にすわっていて、わた
したちがまず想うことは、世界貿易センター
の崩壊で命を落とした何千人ものニューヨー
カーのことである。天気は快晴で、空は青い。
しかし、煙りの下の瓦礫の山の中でおびただ
しい数の人々が死んだ。その中には、ビルの
崩壊のときその場にいた数多くの救急隊員も
含まれている。

　もちろんわたしたちは、ワシントンの友人・
同僚たちが、ペンタゴンにジェット機が突入
したときに巻き添えになった一般市民につい
て想っていることを知っている。そしてわたし
たちは、この日ハイジャックされた飛行機に
乗っていた何の罪もない乗客たちのことを
想っている。現時点で、わたしたちはどこから
攻撃が来たのかわからない。

　わたしたちは、ヤサー・アラファトが攻撃を
非難したことは知っている。もっと情報が入る
まで、詳しい分析は差し控えるが、しかしいく
つかのことは明らかである。ブッシュ政権は
スター・ウォーズ計画に膨大な支出をするこ
とを議論しているが、それが最初からでたら
めであることははっきりしている。テロリズム
はもっとありふれた手段でこんなにたやすく
攻撃することができるのである。

　わたしたちは、合衆国議会とブッシュ大統

領に対して、次のことを求める。これから米国
がどのような対応をするにしても、米国は一
般市民をターゲットにすることはしないこと。
一般市民をターゲットにする政策をいかなる
国のものであれ認めないこと。これらのことを
はっきり認めてほしい。このことは、イラクに対
する制裁──何万人もの一般市民の死をも
たらしている──をやめることを意味するで
あろう。このことはまた、パレスチナ人による
テロリズムのみならず、イスラエルによるパレ
スチナ人指導者の暗殺や、イスラエルによる
パレスチナ住民に対する抑圧、西岸および
ガザ地域の占領も非難することを意味する
であろう。

　米国が追求してきた軍国主義の政策は、
何百万もの死をもたらした。それは、インドシ
ナ戦争の悲劇から、中米およびコロンビアの
暗殺部隊への財政援助、そしてイラクに対
する制裁や空爆などに至る。米国は世界最
大の「通常兵器」供給国である。米国が供給
する兵器は、インドネシアからアフリカまで、
最も激しいテロリズムを助長している。アフガ
ニスタンにおける武力抵抗を支援した米国
の政策が、結局、タリバンの勝利とオサマ・ビ
ン・ラディンをつくりだしたのである。

　他の諸国も同じような政策をとってきた。わ
たしたちは、これまで、チェチェンにおけるロ
シア政府の行動や、中東およびバルカンにお
ける紛争当事者の双方の暴力などを非難し
てきた。しかし、米国は自己の行動に責任を
とるべきである。たったいままで、わたしたち
は国境内で安全だと思ってきた。快晴の日、

朝起きてみて、米国の最大の都市が包囲攻
撃されているのを知って、わたしたちは、暴
力的な世界においては誰ひとり安全ではな
い、ということを思い起こした。何十年もの間、
米国をとらえてきた軍国主義を、いまこそ終
わらせるべきである。

　わたしたちは、軍拡と報復によってではな
く、軍縮、国際協力、社会正義によって安全
が保障されるような世界をめざすべきであ
る。わたしたちは、きょう起きたような、何千人
もの一般市民をターゲットにする攻撃をいか
なる留保もなしに非難する。しかしながら、こ
のような悲劇は、米国の政策が他国の一般
市民に対して与えているインパクトを想起さ
せるものである。わたしたちはまた、米国に住
むアラブ系の人々へ敵意を向けることを非難
し、あらゆる形態の偏見に反対してきた米国
人のよき伝統を思い起こすよう求める。

　わたしたちはひとつの世界である。わたし
たちは、不安と恐怖におびえて暮らすのか、
それとも暴力に代わる平和的なオルタナティ
ヴと世界の資源のより公正な分配をめざす
のか。わたしたちは失われた多くの人 を々悼
む。が、わたしたちの心が求めているのは、
復讐ではなく和解である。

　これは戦争抵抗者連盟の公式の声明では
ないが、悲劇が起きた直後に書かれた。戦争
抵抗者連盟の全国事務局のスタッフと執行委
員会のメンバーが署名して、公表される。

２００１年９月１１日
アシフ・ウラー/カルメン・トロッタ/クリス・ネ
イ/デイビッド・マクレイノルズ/ジョアン・シー
ハン/ジュディス・マホーニー・パスターナク/
メリッサ・ジェイムソン

（君島東彦訳）

戦争抵抗者連盟（War Resisters League）の声明
２００１年９月１１日、ニューヨーク
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内閣総理大臣　小泉　純一郎　様
　（外務大臣あてにも同文で提出）

ＣＴＢＴの発効促進に向けた取組みの一層の推進について
（要請）

　このたび、９月２５日から包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）発効促進会議が開
催されるに当り、被爆都市広島・長崎両市を代表して、ＣＴＢＴの早期発効に向
けた日本国政府の一層の努力をお願いするため、この要請書をお送りします。
　私たちは、日本政府が、アジアをはじめとする世界の国 に々ＣＴＢＴの署名と
批准を働きかけるなど同条約の発効に向けて、ねばり強い努力を続けてこられ
たことを評価しています。
　特に、去る８月の広島・長崎両市の平和祈念式に出席された小泉首相が、Ｃ
ＴＢＴ発効促進会議の成功と核兵器廃絶への努力について強い決意を示され
たことは、私たちに大きな励ましを与えてくれました。
　米国のＣＴＢＴ離脱の動きが報道されているなかで開催されようとしているＣ
ＴＢＴ発効促進会議において、日本政府の被爆国政府としての毅然たる姿勢が
求められています。
　日本政府におかれましては、昨年オーストラリア政府と共同提案した国連総
会決議「核兵器の全面的廃絶への道程」に盛り込まれた決意のもと、ＣＴＢＴの
２００３年までの発効が実現するよう最大限の努力をされますよう強く要請します。

平成１３年（２００１年）９月６日
広島市長　秋葉　忠利
長崎市長　伊藤　一長

と９日、小泉首相は広島と長崎において、
昨年の国連総会決議に言及しながら、
つまり「２００３年発効目標」に言及しなが
ら、ＣＴＢＴ発効促進に頑張ると誓った。
　９日のその翌日に行われた外務省発
言から推察すると、すでに部内において
は、２００３年目標を降ろす方針が、ほぼ決
定していたということになる。
　原爆忌において、犠牲者の霊と世界
の市民に対して述べる首相の誓いが、
「被爆国日本」のなかで、どのような性格
のものに成り下がってしまっているのか
が、はからずも露わになった。いたたまれ
ない気持ちである。
　しかし、この問題についてはまだ結論
めいたことを言うのは止めよう。
　首相の誓いの重さが、外務省部内の
結論をひっくり返す可能性がまだ残って
いると思いたい。
　広島市長、長崎市長の要請書を資料
として掲載する。またオーストラリアでの
ＮＧＯのとり組み資料が８ページにある。

米国の惨事は国際刑事裁判所
（ＩＣＣ）の必要性を強めている
ニューヨーク、２００１年９月

　「国際刑事裁判所（ＩＣＣ）のためのＮＧＯ連
合」（ＣＩＣＣ）の１，０００以上のメンバーを代表し
て、私たちは、米国で昨日犯された罪のない
人たちに対する犯罪的攻撃に、憎しみと驚き
を表明したいと思います。

　私たちは、被害者の方 、々家族の方々そし
て米合衆国国民に対して、心からの深い同
情を表明します。私たちは同時に、世界中の
あらゆる場所で、テロリズム、大量虐殺、人道
に対する罪およびその他の残虐行為によっ
て毎日のように被害を被っている多くの人々
に思いをいたします。

　米国当局がすでに述べているとおり、この
大惨劇は、米国の諜報と国防のきわめて大き
な失敗を表しています。巨大な資源がありな
がら、もっとも強大な力を持つ国家がこのよう
な犯罪を防止することができなかったという
ことは、こうしたきわめて凶悪な犯罪の非合
法化、調査および訴追を、国際社会全体が
密接に協力して行うことの必要性を強めて
います。そしてそれは、まさにＩＣＣが行おうと
していることなのです。

　この恐ろしい犯罪は、根本的に強化され
た、国際刑事における公正の制度の必要性
を明らかに示しています。ＩＣＣは、ＩＣＣローマ
規程の発効の後２００２～２００３年に設立される
と期待されています。ＩＣＣは、大量虐殺、戦争
犯罪および人道に対する罪を犯した個人を
訴追する、恒久的かつ独立した機関です。

　国際テロリズム犯罪の定義について、国
際社会はまだ合意できていませんが、昨日
のテロリズム行動は人道に対する罪であると
いうのが、私たちの全員一致の意見です。－
－数百もしくは数千の無罪の民間人を殺した
のです。

　私たちは、米国政府およびその同盟国に
対して、犯罪者たちを公正のもとに置くことに
焦点を当てることを求め、無差別軍事報復に
反対の警告をします。そのような報復は、過
去のテロリスト攻撃に対する対処法でした。
－－それは、違法であるばかりでなく、効果的
でないものでした。そしてそれは、不可避的
にもっと多くの死者をもたらし、反対非難、復
讐そしてテロリズムという循環をもたらしま
す。これは、このような暴力に終わりをもたらそ
うと願う文明国家の対処法ではありません。

　世界社会は、ともに力を合わせて、この人
道に対するテロリスト犯罪を非難し、責任あ
る者を公正のもとに置くために、協力して、国
家的および国際的な法を活用するべきで
す。（訳：川崎哲）

国際刑事裁判所（ＩＣＣ）のためのＮＧＯ連合
（ＣＩＣＣ）
連絡先：
ウィリアム・ペイス　＋１-９１７-２１４-５５３５
ジェイン・ストイレス　＋１-２１２-６８７-２１７６

訳者注）ローマ規程は１９９８年７月１７日、１２０対７の
投票によって採択された。２００１年９月６日
現在、１３９カ国が署名し３８カ国が批准し
ている。ローマ規程は、６０カ国が条約に
批准してから６０日後に発効する。米国は
２０００年１２月３１日に署名したが、批准して
いない。日本は署名も批准していない。

テロリスト攻撃に関する声明
２００１年９月１１日

　本日、アメリカ合衆国国民は、まだその正
体が暴かれていない攻撃者たちから、悪意
を持って攻撃されました。このような計画的テ
ロ攻撃の犠牲者とそのご家族の皆さんに哀
悼の意を捧げます。

　これらの攻撃は、人々がどこに住んでいよ
うと、自分自身の命さえも犠牲にして人 に々
危害を加えることを心に誓った、憎しみに駆り
立てられた狂信者たちの攻撃に対して、無
防備であるということを明らかにしました。

　ブッシュ大統領は、攻撃者たちに処罰で
報いる、と誓いました。しかし報復では十分
ではありません。また自殺的な行為をおこな
う人 に々対しては効果的ではありません。私
達は、どのようにして、警察国家になることな
く、自殺的な人々からの今後起きるかもしれ
ない攻撃を防ぐか、というジレンマに向き合っ
ています。

　軍事力も、核兵器も、ミサイル防衛も、このよ
うなテロ行為の悪事の中で死ぬことを厭わな
い攻撃者から、私達を守ることはできません。

　私達の攻撃に対する弱さが終わりを見る
ことはありません。したがって私達は、この世
界に非暴力の環境を取り戻すための新しい
政策を見つけなければなりません。私達が向
き合っている挑戦は、正義と人間の尊厳に基
づいて、私達の目前の脅威を終わらせる新
しい政策を発展させる知恵を探すことです。
（訳：中村桂子）

核時代平和財団所長　デイビット・クリーガー

●Ｍ
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　そうです。
　条約は、第１条１項において、「いかな
る場所においても、いかなる核兵器の実
験的爆発および他のいかなる核爆発を
禁止」しています。このことは、「威力ゼ
ロ」またはゼロ・イールドと呼ばれていま
す。条約交渉過程において、核兵器国
は当初、低い威力の小型核実験の許容
を求めていました。しかし交渉途中で米
国が、ゼロ・イールドの方針を明確にし
たため、各国もこれに同調し、ゼロ・イー
ルドのＣＴＢＴが成立しました。中国が当
初求めていた「平和的」核爆発も、一律
に禁止されています。

　核爆発を伴わない（持続的な核分裂連
鎖反応を伴わない）未臨界実験はＣＴＢＴ
のもとでも許容されるというのが、条約交
渉当時からの米国などの主張です。これ
を理由に、米ロ両国は、条約成立後９７年
７月から未臨界実験をくり返しています。
しかし、後述するとおり、未臨界実験はＣ
ＴＢＴの条文本文には禁止規定はないけ
れども、条約の前文に違反すると考える
のが妥当です。
　米国の未臨界実験は、同国の「備蓄
兵器管理プログラム」の一環として行わ
れています。現在までのところ、計１３回
実施されています。

　米国が行っている「備蓄兵器管理プ
ログラム」の内容としては、①ネバダ地下
核実験場での未臨界実験のほか、②９７
年よりローレンス・リバモア国立研究所に
建設中の国立点火施設（ＮＩＦ）という巨
大レーザー施設、③ロスアラモス国立研
究所の二軸Ｘ線写真流体力学実験（ＤＡ
ＲＨＴ）施設、④これらの実験のデータを
集めた、スーパーコンピューターによる核
爆発三次元シミュレーション、などが挙
げられます。
　研究者の多くは、これらの実験によっ
て、政府が同プログラムの建前としてい
る貯蔵核兵器の維持という目的を越え
て、新型核兵器の設計が試みられてい
ると指摘しています。
　いっぽう、ＣＴＢＴ前文では、核爆発実
験を停止することが、「核兵器の開発お
よび質的な改善を抑制し、ならびに高度
な新型の核兵器の開発を終了させるこ
とによって、すべての側面における核軍
備の縮小および核不拡散のための効果
的な措置となる」との期待を述べていま
す。前文はさらに、核実験の終了が、「核
軍備の縮小を達成するための系統的な
過程を実現させる上での有意義な一歩
となる」とも述べています。
　ここには、ＣＴＢＴが、核実験禁止が核
軍縮へ貢献となると期待していることが
明確に表れています。新型核兵器開発
をも視野に入れた一連の備蓄兵器管理
プログラムは、このＣＴＢＴ前文の精神に
反すると言えます。

　米国での公的議論は、ＣＴＢＴに賛成
する側も反対する側も、すべて核抑止論
に立ち、国家の安全保障にとって核抑止
力は不可欠という前提に立っています。
　その上で、クリントン政権は、他国と軍
備管理協定を結んで他国の兵力削減を
促すことが、米国の利益になると考えて
いました。ＣＴＢＴは、クリントン政権にとっ

包括的核実験禁止条約
（ＣＴＢＴ）

＜ＣＴＢＴ前史＞

１９６３年８月　部分的核実験禁止条約（ＰＴＢＴ）成立。大気圏内、宇宙空間および水中に
おける核実験を禁止。

１９７４年７月　米ソ地下核実験制限条約（ＴＴＢＴ）署名。両国の１５０キロトンを超える地下
核兵器実験を禁止。

１９７６年５月 米ソ「平和目的」地下核爆発制限条約署名。
１９９１年１０月ゴルバチョフ大統領、１年間の一方的な核実験凍結を宣言。
１９９２年９月 米議会、９カ月間の核実験凍結を法制化。

＜ＣＴＢＴ交渉経過＞

１９９３年７月 クリントン大統領、９６年９月までのＣＴＢＴの完成の方針を打ち出す。
１９９４年１月 ジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）におけるＣＴＢＴ交渉が開始。
１９９５年１月　ＣＤで、米、英、ロ、仏は小型核爆発を許容する方針（ロー・イールド）。豪、「威

力ゼロ」（ゼロ・イールド）の合意へ向け働きかけ。
１９９５年５月 核不拡散条約（ＮＰＴ）の無期限延長の決定にあたり、ＣＴＢＴの９６年までの

完成が合意される。
１９９５年８月 米、ゼロ・イールドのＣＴＢＴを求める方針を明らかに。仏、英、日本も同調。
１９９６年６月　ＣＤラマカー議長の最終案提示。印、時間枠を持った核軍縮の公約求める。

「平和的」核爆発の許容を求める中の要求に対しては、この問題を条約発
効後の再検討会議の議題とする。発効条件や現地査察の実施条件の厳し
さをめぐり中などが抵抗、綱引き。

１９９６年８月 ＣＤにおけるＣＴＢＴの最終全会合意は、印、イランの反対によって阻止され
る。豪、条約案を国連総会へ送付するための働きかけ。

１９９６年９月　ＣＴＢＴ、国連総会特別会議にて、賛成１５８、反対３（印ほか）、棄権５で採択。
署名のために開放。

１９９７年７月 日本、ＣＴＢＴを批准。
１９９９年１０月米上院、ＣＴＢＴ批准を否決。第１回ＣＴＢＴ発効促進会議。

にゅうもんへん

どんな小さな核
爆発も禁止して
いるのですか

ブッシュ政権は
なぜ反対してい
るのですか

未臨界実験は
禁止されていな
いのですか

核開発の抜け
道があって無
意味なのでは
ないですか
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て軍備管理政策の最優先課題でした。
クリントン大統領は、９６年９月に条約が署
名のために開放されると同時に、署名を
行いました。
　これに対して、共和党強硬派は、他国
との軍備管理協定に自国の安全保障を
ゆだねることはできないという考え方を
とっています。これら国内ＣＴＢＴ反対派
を説得するために、クリントン政権は、核
爆発実験なしに貯蔵核兵器の信頼性と
安全性を確保するために、「備蓄兵器管
理プログラム」を実施すると説明してい
ます（「ＣＴＢＴに対する米国の保障措置」、９
５年１０月、エネルギー省）。
　結果的に米上院は９９年１０月、賛成４８
対反対５１の僅差でＣＴＢＴ批准を否決し
ました。
　ブッシュ新政権は、ＣＴＢＴについて、
検証不能であって核抑止力を損なうも
のだとの理由で、反対しています。２００１
年７月に政権は、ＣＴＢＴの上院で批准の
ための再審議がないまま放置する方針
を発表しました。ＣＴＢＴの事実上の衰弱
死を待つ方針です。核実験の凍結は継
続すると表明していますが、一方で、核
実験再開の準備が検討されているとの
報道もあります（詳細は本誌１４３号）。

　検証方法については、第４条で定めら
れています。①地震波の監視、②放射線
核種の監視、③水中音波の監視、④微
気圧振動の監視、の４つからなる国際監
視制度（ＩＭＳ）が規定されています。ＩＭＳ
などによって得られた情報を基にして、
一定の条件にしたがって（条件の中身に
ついては交渉過程で綱引きがあり、妥協点

に落ち着きました）、締約国に対する現地
査察が可能になります。
　ＣＴＢＴ機構準備委員会（ＣＴＢＴＯ）が
ウィーンに設立され、ＩＭＳ確立のために
活動しています。

　ＣＴＢＴは、発効するための条件とし
て、９６年６月現在ＣＤに参加している国
で原子力技術を持っている４４カ国のす
べてが条約に批准することを定めてい
ます（第１４条１項）。

　２００１年９月１３日現在、ＣＴＢＴには１６１
カ国が署名、７９カ国が批准しています。
４４カ国のうちまだ署名していないのは、
インド、パキスタン、朝鮮民主主義人民
共和国（北朝鮮）の３カ国で、署名したが
批准していないのは次の１０カ国です。
　米国、中国、イスラエル、アルジェリア、コロ
ンビア、コンゴ、エジプト、インドネシア、イラ

ン、ベトナム。
　この中ではとりわけ米国が批准してい
ないことが、他の国 が々署名・批准をしな
い口実を与えています。米国こそが条約
発効の鍵を握っていると言えるでしょう。
　条約が署名のために開放されてから
３年経っても発効しない場合には、条約
の定めにしたがって、国連事務総長が
「発効促進会議」を開催することとなって
います（第１４条２項）。９９年１０月に第１回発
効促進会議がウィーンで開催されまし
た。日本が議長をつとめ、未署名国、未
批准国に早期署名、早期批准を促す宣
言が採択されました。第２回発効促進会
議は９月２５日から２７日まで開催されます
（予定ではニューヨーク）。しかし８月、米政
府は同会議への国務長官出席を見合
わせることを明らかにしています。

　日本政府は、９３年はじめ頃までは、核
実験について、包括的な禁止ではなく段
階的な禁止（ステップ・バイ・ステップ）を求
める姿勢でした。しかし、米国のクリント
ン政権がＣＴＢＴ交渉を推進するように
なってからは、日本政府もＣＴＢＴを熱心
に支持する立場をとり始めました。そし
て、具体的核軍縮措置の「第一の目標」
にＣＴＢＴの締結を掲げて、くり返し国際
的に声明や決議を上げてきました。
　９６年９月に条約が成立し署名のため
に開放されると、日本は直ちに署名しま
す。そして、９７年７月、４４カ国の中で一番
に批准しました。批准の際に、ＣＴＢＴ機
関等の現地査察に対して協力をする法
改正を行いました。その後は、未署名、
未批准国への働きかけが、日本の軍縮
外交の柱であると自負してきました。
　２０００年１１月、日本がオーストラリアと
共同で提出した「核兵器完全廃棄への
道程」決議は、圧倒的多数の賛成で採
択されます。この決議には「ＣＴＢＴを２００

３年より前の早期に条約が発効するとの
見通しを持って、早期に署名し批准する
こと」との新しい内容が含まれています。
この「２００３年期限」は、同年５月の核不拡
散条約（ＮＰＴ）再検討会議の最終合意
文書よりも前進したものです。

　日本のＣＴＢＴ推進政策は、米国に許
容される範囲内に限られていることが、
大きな特徴です。
　例えば、米国が行う未臨界実験につ
いては日本政府は抗議しません。米国の
主張のままに、「ＣＴＢＴの禁止する核爆発
にはあたらず、既存の核兵器の信頼性、
安全性を確保するもの」としています。
　また、日本の大手ガラスメーカー・ＨＯ
ＹＡ（ホヤ）株式会社の米国現地法人が、
レーザー光線増幅用の特殊ガラス板を
米国の国立点火施設（ＮＩＦ）に納入して
いることが明らかになっても、日本政府
はこれを問題視しようとしていません。
　ＣＴＢＴを否定するブッシュ政権が登
場すると、日本政府は、わずか１年で政
策を変更し、今年の国連総会では「２００３
年期限」要求を撤回する方針であること
が明らかになりました。米国が同調しな
い提案は無意味、と外務省は説明して
います。

　９８年５月、インドは２４年ぶりに地下核
実験を強行しました。核の脅威を消去す
るためだ、とインドは述べました。同月、
パキスタンも核実験を強行しました。パ
キスタンの主張は、インドが核兵器を持
つならば安全保障上パキスタンも核武
装する必要がある、というものでした。両
国の動きによって「安全保障上核兵器が
必要」とする論理が、核拡散につながる
ということが、明らかになりました。すなわ
ち、米国がＣＴＢＴを拒否し続けることは、
核不拡散体制を危機に陥れるものなの
です。（川崎哲）

本当に検証で
きるのですか

なぜ発効してい
ないのですか

日本は本当に
ＣＴＢＴを推進
していますか

なぜ、米国が
反対しても日
本は推進でき
ないのですか

インド、パキス
タンのような国
が増えていく
のですか
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極秘電報が暴く　米空母母港史の真相

梅林宏道
中村桂子

民は之を知らしむべからず

操られる情報：隠蔽と歪曲と誇張（下）Ⅴ

■連載の再開
　連載４回で中断していた本連載を再
開します。
　１９５１年９月８日に日米安保条約が署
名されてから５０年目を迎える中で、今日
の日米安保体制の象徴的存在である
日本を母港とする第７艦隊の空母につ
いて、その母港外交を検証する連載を
再開できて、ホッとしています。新しい
ピースデポのスタッフ中村桂子さんが
加わることによって、これが可能になりま

した。
　この連載の内容は、米空母の横須賀
母港を巡る日米交渉の３年間を、機密解
除された１９７０年―１９７３年の米国務省公
文書によって調査した結果によるもので
す。明らかになった母港化の歴史の真
相は、母港化そのものの正当性を疑わ
せるものです。日米交渉の実態の解明
が、危惧されている原子力空母の母港
化を阻止する一助となることを願ってい
ます。（梅林）

前回までの内容：
Ⅰ　覆った横須賀撤退の決定（上）　

第１０９-１０号（２０００年３月１日）
予算逼迫の米軍／横須賀から撤退し佐世保
に集約／原潜修理に６号ドックの継続使用

Ⅱ　覆った横須賀撤退の決定（中）　
第１１１号（２０００年３月１５日）

佐藤・モーラー会談／空母１隻の佐世保母港

「母港」という言葉

／海軍の右手は左手を知らない
Ⅲ　覆った横須賀撤退の決定（下）　

第１１３号（２０００年４月１５日）
ブロウィン調査団／横須賀の住宅は十分／マ
スコミを利用？／横須賀を再び主要作戦港に

Ⅳ　操られる情報：隠蔽と歪曲と誇張　
第１１４-５号（２０００年５月１５日）

利用された佐藤首相／母港情報の伝達

■（上）のあらすじ
　（上）においては、佐藤首相が「横須賀
を米軍が保持し続けて欲しい」と述べた
という歪曲された情報が米国内に流さ
れ、横須賀撤退方針を覆すのに利用さ
れたこと、空母の日本母港化の最初の
検討は、日本政府はおろか、在日米海軍
にも知らせないで行われたこと、日本政
府に意向打診が行われたあとにも日本
の市民には知らせられず、日本の市民
が初めて知ったのは、『ニューヨーク・タ
イムズ』の記事が最初であったこと、を述
べた。
　これらの例が示すように、日本の母港
受け入れ決定までには、米軍内部での
検討段階、国務省・大使館の検討段階、
日本政府への伝達段階、そして新聞報
道で一般市民が知る段階、の各段階に
おいて、さまざまな形での情報操作が議
論され、実行された。事実は歪曲され、場
合によっては隠蔽された。そして真実を
知らされるべき市民のところにまで情報

が届いた時点では、情報操作がすべて
終了した後であった。
　こういった情報操作は、横須賀への空
母母港化を実現しようとした米政府の手
によって行われただけではない。国内で
の政治的インパクトを可能な限り回避し
て米政府の意向に添おうとする日本政
府・外務省によっても行われた。まさに外
務省は、米政府の出先機関の役割を果
たした。

■｢前進配備」でなく
｢母港」を

　日本の国会でも議論されたとおり、米
海軍の用語として、「母港」という言葉に
厳密な軍事的な定義はない。現実には、
「母港」を拠点として、軍艦の配備の期
間や配備手当を計算するなどの実際的
意味がある。その意味で、米軍艦の日本
母港は、米国内とまったく区別のない母
港である。
　しかし、空母の母港史において、「母
港」という言葉の使用をめぐっては、方針

が二転三転した。
　言葉の問題が最初に登場したのは１９
７１年６月９日の大使館から国務省のメッ
セージである。横須賀母港の可能性を
日本政府に知らせる際に事前協議問題
を回避することが必要と国務省に指摘し
た大使館は、そのための最善のアプロー
チは、「空母や航空団の前進配備と言わ
ずに、前進地区への家族居住の考えを
強調する」ことであると書いた。（１）しかし、
この議論は、すぐには具体的な形をとっ
ては進展しなかった。
　初期の内部文書においては、「前進配
備（forward basing, forward deployment）、
「母港」(homeporting)、「事前配備」(pre-

positioning)という言葉が、ほとんど区別
無く同義語的に使われていた。
　たとえば、最初に、空母１隻の佐世保
母港が検討されたときの文書は（連載
Ⅱ）、「母港」と書かれた。（１）しかし、その
約半年後、駆逐艦6隻の横須賀母港化
が検討されていた時期には、「空母／空
母航空団の前進配備」（２）および「空母の
事前配備」という言葉が使われた。（３）

　そんななかで、日本政府が米国大使
館に対して「前進配備」という言葉を避
けて「母港」と表現して欲しいと要請し
た。１９７１年１２月３日、東京新聞が政府筋
の話として空母の横須賀母港の記事を
掲載した際に、外務省と外部からの問い
合わせにどう対処するかを相談したとき
のことである。その理由は、「事前協議に
関する協定が絡むかもしれないという、
いかなる含意も避けたい」（４）というもので
あった。
　この時点で外務省が念頭においてい
る「事前協議」問題とは、「配置における
重要な変更」を指していると考えられる。
空母の｢前進配備」という表現は、当時の
ベトナム戦争の背景のなかでは、大型部
隊の配置移動を意味することを恐れた
のである。そして、日本はむしろ「母港」と
いう言葉を選んだ。

■｢母港」から
｢長期配備」へ

　次に別の角度から、言葉の選択の問
題性が認識された。そのきっかけとなっ
たのは、１９７１年１２月１６日付ニューヨー
ク・タイムズ紙による「空母任務部隊」の
横須賀母港の可能性の記事であった。
「空母母港は戦術核の持ち込みを意味
しない」「非公式な打診であり、日本政府
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は態度を決めていない」との政府からの
否定のコメントにもかかわらず（５）、結果は
国会での核論争になった。これに対し、
大使館は「前進配備」ではなく「母港」と
いう言葉を使ったことによって、核兵器が
日本に配備されるという議論を直ちに引
き起こした、と言葉の使用に問題があっ
たことを指摘した。（６）

　こういった日本の反応を背景に、１週
間後、マイヤー大使は、日本の特殊事情
に米政府が十分な注意を払うことが有
益であると国務省に伝えた。（７）

　そして、マイヤー大使は、類似する３つ
の言葉を比較した。そして日本政府に
とって、もっとも望ましい言葉は「長期配
備（extended deployment）」であると結論づ
けた。「『長期配備』または『長期展開』は
日本の現状にもっとも合っており、大使館
や在日米海軍で使われている。日本の
マスコミはこれを『母港』と同義語に使う
傾向があるが、我々の立場から考える
と、『母港』という言葉にまつわる困難な
状況を避けるためには、この言葉をこれ
からも使っていくのがよいと考えてい
る。」（７）

　二番目に好ましいとしてマイヤー大使
が挙げた用語が「母港」であった。そし
て最後に、「前進配備」をもっとも好ましく
ないとした。これがもっとも好ましくない理
由を、マイヤー大使は次のように説明し
た。
　「政府内の反対勢力から事前協議が
行われたかどうか、言いかえれば、日本
政府が特定の軍艦の入港を認めたかど
うか、を追及されるおそれがあるので、
『前進配備』という言葉は、日本政府に嫌
われている。日本政府は、このような米軍
艦の動きを、事前協議が必要とされる事
項だと認識していない。そして普通には
日本政府は、いかなる大きな母港問題も
協議し、実務的な政治的扱いのなかで
合意することを望んでいる。しかし、事前
協議という法的枠組みの合意に縛られ
たくはないのである。」（７）

　ここにおいても、「事前協議」として議
論されているものは、「配置における重
要な変更」にかかわるものである。
　この文書が国務省に送られたのち、大
使館や国務省から出される文書の多く
が「空母の長期配備」という言葉を使用
するようになった。しかし内部文書には
「長期配備（母港）」「空母配備」「母港」
等も同義語として使われており、統一さ
れてはいない。

　これまでの記述で明らかなように、「母
港」の言葉いじりの背後には、「核の持ち
込み問題」と「配置における重要な変
更」という二つの問題が絡んでいる。７２
年６月時点で書かれた国務省内部メモ
は、次のように記している。｢横須賀の空
母母港化は我 に々いくつかの政治的問
題を提示する。それは『事前協議問題』
と『核問題』である。」（８）ここで言う「事前
協議問題」とは正確には「配置における
重要な変更」の問題である。
　「母港」という言葉の使用によって、不
必要な困難を日本との間にもたらすこと
は望ましくないという認識は、７２年８月に
ハワイで行われた重要な大平外相・ジョ
ンソン国務次官会談でも確認された。会
談後の調整を大使館に指示する国務省
からの文面では、日本国民全体が日本
国内の米海軍の母港化に対し過敏であ
ることにより「長期配備」という言葉が「国
外母港化」または「前進配備」という言葉
より無難な言葉として発展した経緯が説
明されている。（９）

■「長期配備」から
「海外居住」へ
　７２年１０月７日付のこの国務省文書は、
言葉の問題について、さらに新しい展開
がありうることを予告していた。「母港」と
いう言葉に起因する問題をさらに少なく
する方法について、海軍と国務省が検
討を加えていることを明らかにし、「海軍
は現在、『長期配備』や『母港』を『第７艦
隊家族居住計画』と呼ぶという提案をし
ている」（９）と書いているのである。
　１９７２年１１月末、空母母港化計画は大
詰めを迎えた。この時期には、乗組員の
海外家族居住計画といった側面をさら
に強調するようになっていた。
　大使館は、ミッドウェー母港受け入れ
の正式合意（７２年１１月３０日）の直前、日本
政府が見解として、「この動きは本質的
にはミッドウェー乗組員の家族の移転を
伴うのみであり、ミッドウェー自体の配置
転換ではない」と強調したことに触れて
いる。さらに、日本政府が「母港」という言
葉のみならず、以前は、望ましいとしてい
た「長期配備」という言葉の使用も避け
ることを希望したことが明らかになって
いる。
　「日本政府は『海外居住』または『海外
家族居住計画』という言葉の使用を強く
望んでいる。そして米政府の公表文書

にも同様の言葉が使用されるよう要請し
ている。」（１０）

　こういった日本政府の希望に対し、大
使館は、公表文書の書き直しを国務省
に勧めた。これに従い、米国内で日本の
母港受け入れが発表されたときも、この
「家族居住」という言葉が使われた。（１１）

　「配備」という言葉が事前協議問題を
ひきおこす、と日本政府がその理由とし
て述べたことを引き合いに、大使館は国
務省に以下のように求めた。「長期配備
という言葉がどのような公式発表でも使
われないよう強く要請する。これはミッド
ウェーの件に関し，我々が要求したもの
にたどり着く努力に全面的に協力してい
る日本政府のたっての希望である。長
期配備や母港という言葉を米側が使用
してしまうことにより、ミッドウェーの滑らか
な航海が危うくされてしまう危険がある。
報道機関はこれら両方を使うことになる
だろう。すべての米側の公式発表は横
須賀に乗組員の家族が移住というシン
プルな表現に固執するよう最大限の努
力が払われるべきである。」（１２）

　このように、言葉の選択は母港化に付
随する重要な政治問題を避けるために、
日米両政府によって画策されてきた。日
本政府は今でも「母港」といわずに「いわ
ゆる母港」と言う。多くのマスメディアもそ
れに従っているが、このような歴史を知
れば「母港」と言い切ることが重要であ
ろう。
　「母港」という言葉を避けた言葉の選
択が、核兵器持ち込み問題と関係して、
いかに重要な意味を持つかは、次回以
降に詳しく述べる。

文献：
（１） １９７１．６．９　スナイダー駐日公使から国務省。

東京０５４５５。極秘。
（２） １９７１．１．１８　大使館への国務省・国防省合同

メッセージ。国務省００９３６７。極秘。
（３） １９７１．７．１４　ジョンソン国務次官から大使館。

国務省１２７４６８。極秘。
（４） １９７１．１２．３　マイヤー駐日大使から国務省。

東京１１９６７。秘。
（５） １９７１．１２．１７　マイヤー駐日大使から国務省。

東京１２４３４。指定なし。
（６） １９７１．１２．２１　マイヤー駐日大使から国務省。

東京１２５００。極秘。
（７） １９７２．１．２８　マイヤー駐日大使から国務省。

東京００９７７。秘。
（８）１９７２．６．２９　国務省内部メモ。ロナルド・スピ

アからエド・デイ。極秘。
（９） １９７２．１０．７　大使館への国務省、国防省合同

メッセージ。国務省１８４０７３。極秘。
（１０） １９７２．１１．２９　インガソル駐日大使から国務

省。東京１２６６７。秘。
（１１） １９７２．１１．３０　インガソル駐日大使から国務

省。東京１２８６７。極秘。
（１２） １９７２．１２．１２　インガソル駐日大使、シュース

ミス公使から国務省。東京１３２１７。秘。

●Ｍ
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日  誌
２００１.８.２１～９.５

ＡＢＭ＝対弾道ミサイルシステム／ＤＯＤ＝米国防
総省／ＩＣＢＭ＝大陸間弾道ミサイル／ＮＭＤ＝国
土ミサイル防衛／ＮＲＤＣ＝天然資源保護評議会
／ＮＹＴ＝ニューヨークタイムス／ＭＤ＝ミサイル
防衛／ＳＬＢＭ＝潜水艦発射弾道ミサイル／ＳＴＡ
ＲＴ＝戦略兵器削減条約／ＴＭＤ＝戦域ミサイル
防衛

(作成:吉澤庸子、中村桂子）

次の人たちがこの号の発行に参加･協力しました。
秋山祐子(ピースデポ)､川崎哲(ピースデポ)､中村桂子（ピースデポ）、青柳絢子、大澤一枝、木村千里、佐藤毅彦､田中利昌、津留佐和子、
村上由美、山口響、吉澤庸子、梅林宏道

ピースデポの会員
になって下さい。

会員には、『モニター』と『会報』が郵送さ
れるほか、情報の利用にあたって優遇さ
れます。（会員種別、会費、手続について
は、お問い合わせ下さい。）『核兵器・核
実験モニター』の購読のみも可能です。

宛名ラベルメッセージについて
・会員番号（６桁）：会員の方に付いています。
・「（定）」：会員以外の定期購読者の方。
・「今号で誌代切れ、継続願います。」「誌代
切れ、継続願います。」：入会または定期購
読（年６，０００円）の更新をお願いします。
・メッセージなし：贈呈いたしますが、入会を
歓迎します。

●８月２１日　ＤＯＤ、ＭＤ計画の迎撃実験場整地を
来週までにアラスカ州で開始すると明らかに。１２
月中の作業終了目指す。
●８月２１日　米国務次官、ＡＢＭ条約改廃問題
で、１１月の米ロ首脳会談を事実上の期限とする考
えを述べる。
●８月２１～２２日　ＭＤ構想やＡＢＭ条約の見直し
をめぐる米ロ外務次官級協議。進展なし。
●８月２２日付　米軍事専門誌「ディフェンス・
ニューズ」、ＭＤシステムの敵ミサイル識別レー
ダーが豪雨では十分機能しない可能性と報じる。
●８月２３日　大量破壊兵器の不拡散問題に関す
る米中実務レベル協議開催。
●８月２３日　米国務次官、ＭＤについて「開発ま
でに必要な機関は数ヶ月」と述べ、ＡＢＭ条約改廃
問題でロ側に早期結論を求める考えを強調。
●８月２３日　米国防長官、ブッシュ政権の軍事戦
略包括的見直しに議会や制服組が強く抵抗して
いると認める。見直しは限定的規模の見込み。
●８月２４日　米空軍、ノース・ダコタ州グランフォー
ク空軍基地にある戦略核ミサイル「ミニットマン」発
射地下サイロを爆破。ＳＴＡＲＴⅠに基づく。
●８月２７日　香港紙、中国軍、演習でＳＬＢＭ「巨
浪２１Ａ」試射、５，０００キロ先の目標命中と報道。射
程１，０００キロの巡航ミサイル「紅鳥２型」も初試射。
●８月２７日　米、印の核実験以来発動していた
制裁解除へ。
●８月２８日　ＭＤ施設建設はアラスカ州などの環
境破壊としグリーンピース、ＮＲＤＣなどが環境調
査見直しをＤＯＤに求め提訴。
●８月２８日　米国務次官補、ＴＭＤを巡る日米共
同技術開発に関し「ＡＢＭ条約に反するが興味深
い」と述べ、想定対象にＩＣＢＭ迎撃も含める意欲。

●８月２９日　防衛庁、来年度予算の予算要求案
が了承。ＭＤには今年度の倍以上の８３億円。
●８月３０日　米陸軍長官、欧州駐留米軍の装備
の一部をアジア太平洋地域へ移す考えを明らか
に。「アジア重視の新戦略に沿った措置」。
●９月１日　米国務省、中国がパキスタンにミサイ
ル部品・関連技術を輸出しているとする問題で中
国企業に制裁措置発動と発表。
●９月１日　米政府高官、中国にＭＤへの理解要
求し、中国の核戦力拡大に反対しない意向伝える
方針を明らかに。核実験再開の権利容認も検討。
●９月４日　中国外務省報道局長、米が中国の対
ＭＤ反対姿勢の緩和を狙い、中国の核増強容認と
の報道に、改めてＭＤに反対する立場を強調。
●９月４日　米政府、ＭＤへの理解を得る見返りに
中国の核増強黙認するとの米高官らの発言を伝
えたＮＹＴ紙報道を否定。
●９月５日　米上院軍事委員長、ＭＤ計画予算で
ＡＢＭ条約にいつ抵触するかの説明がないことに
不満表明。
●９月５日　ＤＯＤ、台湾に対空地ミサイル・マーベ
リック４０基、発射装置など総額１８，０００万ドル相当
の武器売却方針を議会に通知。

沖縄
●８月２１日　ＤＯＤロッドマン国防次官補、ワシント
ンでの記者会見で地位協定改定を明確に否定。
●８月２２日　１４都道府県で構成の渉外知事会、
地位協定改定要望書を首相、関係省庁へ提出。
●８月２３日　来年度内閣府・沖縄予算概算要求、
２．５％増の３，５７６億円計上。産業振興が重点。
●８月２３日　２回目の地位協定運用改善専門家
協議、「被疑者の人権問題」で難航。
●８月２４日　米海兵隊ジョーンズ司令官、ワシント
ンで沖縄海兵隊訓練のアジア太平洋各国への移
転推進の考え明らかに。
●８月２４日　中谷長官、北部地域の市町村長らと
懇談、国の防衛政策への理解を求めた。知事との
懇談で「那覇港湾移設協議会」設置を表明。
●８月２７日　軍転協、在日米軍沖縄地域調整官
事務所フロインド所長に事故再発防止と日米地
位協定の抜本的見直しを要請。
●８月３１日　防衛施設庁、来年度予算概算要求。
沖縄経費は８．７％減の１，６３１億円。構造改革特別
要求に、嘉手納大気汚染調査が盛り込まれた。
●８月３１日　来年度防衛庁組織改編要望、南西
混成団の警戒群の改編と規模の縮小盛り込む。
●８月３１日　大古防衛施設庁部長、那覇軍港移

ＡＢＭ＝対弾道ミサイルシステム
ＢＭＤ＝弾道ミサイル防衛
ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＣＴＢＴ＝包括的核実験禁止条約
ＣＴＢＴＯ＝ＣＴＢＴ機関（準備委員会）
ＩＭＳ＝国際監視制度
ＮＧＯ＝非政府組織
ＮＩＦ＝国立点火施設
ＮＭＤ＝国土ミサイル防衛
ＮＰＴ＝核不拡散条約

今号の略語

設の地元調整の遅れを指摘。那覇市参加希望の
協議会構成員については県の調整待つと表明。
●８月３１日　グアムのアンダーソン米空軍基地フ
レンカンプ司令官、沖縄海兵隊の訓練移転を視
野に、同基地が具体的準備に入ったことを示唆。
●９月４日　浦添市長、軍港移設受入れ表明延期
を表明。振興協議会への那覇市参加に難色。
●９月５日　那覇軍港移設問題で、国、県、那覇市
による新たな協議会設置案が浮上。
●９月５日　尾身沖縄・北方担当相訪米。（～１３
日）沖縄問題協議の予定。
●９月５日　稲嶺知事、米軍人事件多発を受け、
警視庁と関係省庁に警察官の増員を要請。

ＣＴＢＴ２００３年問題
アレキサンダー・ダウナー外務大臣殿

２００１年８月１７日
　（前略）昨年の国連総会において、オー
ストラリアは、日本と共同で、ＣＴＢＴの署名、
批准および発効を強調した決議を提出しま
した。国連総会決議５５／３３Ｒ（２０００年１１月
２０日、賛成１５５、反対１、棄権１２で採択。）に
は、ＣＴＢＴについて次のような段落がありま
す。
　「主文３（ａ）：すべての国、とりわけ条約発
効のために批准が必要な国が、２００３年より
前に条約が早期発効するとの見通しを
持って、ＣＴＢＴに早期に署名し、批准するこ
と。（略）」
　ＣＴＢＴをオーストラリアが強力に推進し

続けることは、きわめて重要です。
　オーストラリアは、ＣＴＢＴ促進へ向けて、非
常に大きな努力をしており、こんにちまでのそ
の努力を正当に自負することができます。
（中略）実際に爆発を起こす核実験を防止す
ることによって、ＣＴＢＴは、新しい国が確たる
核兵器能力を開発することや、現在の核兵
器国が核兵器をこれ以上開発することを止
めることができます。
　それゆえ、現在の米国政府の態度は、私
たちにとってきわめて大きな懸念です。私た
ちは、それがオーストラリア政府の懸念でも
あると考えます。
　今きわめて重要なことは、オーストラリア政
府が、ＣＴＢＴについて速度を緩めたり、いわ
ゆる「柔軟に」なったりしないことです。
　オーストラリア政府は、今までより以上に、Ｃ

ＴＢＴの批准と発効を促進するべきであり、
このことの必要性を明確にかつ強力に、
ブッシュ政権に伝えるべきです。
　発効促進会議が９月２５～２７日に開催さ
れるときに、ＣＴＢＴ発効のために批准が必
要な未批准国、とりわけ米国が批准するよ
う、オーストラリアは先頭をきって説得を行う
ことがきわめて重要です。（後略、訳：川崎哲）

ジョン・ハラム（地球の友・豪）／デイブ・スウィー
ニー（豪保護基金）／スー・ウェアハム（戦争防
止医師協会）／スティーブ・キャンベル（グリーン
ピース・豪）／イレーン・ゲイル（豪平和委員会）
／バブス・フラー－クイン（豪平和委員会シド
ニー）／ジャック・フォワード（豪平和委員会中央
海岸）／パウリン・ミッチェル（国際協力軍縮運
動メルボルン）／ジョー・バレンタイン（核軍縮の
人々）／ヤコブ・グレック（労働組合グリーン・コー
カス）／ブレンダ・コノチー（反核同盟）
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